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会計検査院の指摘に伴う多摩病院への県補助金の返還について 

 新型コロナウイルス感染症患者等の受入れのために病床を確保した医療機関に対して、新型

コロナウイルス感染症緊急包括支援交付金（医療分）が、過大に交付されていたことが、１１月

７日に会計検査院から内閣に報告されました。 

この会計検査院による検査は、神奈川県や県内の医療機関に対しても実施され、多摩病院に交

付された補助金についても返還することになりましたので御報告します。 

１ 検査対象の補助金 

  令和２年度神奈川県新型コロナウイルス感染症緊急包括支援補助金（医療分） 

  【１３事業のうち新型コロナウイルス感染症重点医療機関体制整備事業分】 

２ 多摩病院におけるこれまでの申請等の経過 

  令和２年 ７月 ９日   交付申請（１次） 

 ８月２６日   交付決定 

       ９月１６日   交付申請（２次） 

１１月 ６日   交付決定 

      １２月２１日   交付申請（３次） 

  令和３年 ２月１６日   交付決定 

２月１６日   交付申請（４次） 

       ３月２３日   交付決定 

４月 ８日   実績報告書の提出（令和２年４月１日～令和３年３月３１日） 

       ５月２７日   交付額の確定 

令和４年 ３月２２日   会計検査院による会計実地調査 

       ６月 ８日   県から空床数・休床数の算定に関する確認・修正依頼 

       ６月２１日   県から病床確保料の単価に関する確認依頼 

       ９月２１日   県から実績報告書の修正依頼 

      １０月 ７日   実績報告書の再提出 

３ 検査の結果による指摘内容 

（１）患者が入院していて空床や休床となっていないのに、当該入院期間中に係る病床数を延べ

空床数や延べ休床数に算入して、延べ空床数や延べ休床数を過大に計上するなどしていた。 

（２）延べ空床数や延べ休床数の一部に、１日１床当たりの単価がより高額な病床区分の単価を

適用するなどしていた。 
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４ 会計検査院の指摘に伴う返還額 

  ９５９，３９２千円（③－④） 

【返還額の内訳】 

  交付確定額のうち重点医療機関体制整備事業分     ３，６４８，２３７千円・・① 

  他事業返還分                        ２，６５９千円・・② 

  会計検査院が示した同事業分の交付対象事業費（①＋②）３，６５０，８９６千円・・③ 

  再提出した実績報告書のうち同事業分         ２，６９１，５０４千円・・④ 

５ 申請内容と指摘内容等 

（１）病床数の算定について

 ア 申請内容 

・２３時５９分時点で空床や休床となっている病床数について、補助金の申請を行った。  

 イ 指摘内容【３（１）】 

・２３時５９分時点で空床や休床となる場合でも、該当する病床に入退院患者がいて、  

診療報酬が支払われている場合は、補助金の算定から除算するべきである。 

（２）病床区分の単価について 

  ア 申請内容 

（ア）令和２年４月１８日から７月３１日までの期間の５階東病棟４８床のうち２８床の 

空床についてＨＣＵ（ハイケアユニット）の体制を確保していたことから、ＨＣＵの単

価で補助金の申請を行った。 

なお、関東信越厚生局神奈川事務所（以下「厚生局」という。）へのＨＣＵの報告は 

２０床であった。 

（イ）令和２年４月１日から５階東病棟４８床のうち２０床を休床としていた。４月１８日

以降は、ＨＣＵの体制を確保していたため、令和２年４月１８日から６月７日までと、

令和２年８月１日から令和３年３月３１日までの期間については、ＨＣＵの単価で補助

金の申請を行った。 

イ 指摘内容【３（２）】 

（ア）令和２年４月１８日から７月３１日までの期間の５階東病棟の２８床の空床について

は、厚生局へ報告した２０床に限り、ＨＣＵの単価で補助金の申請をするべきである。

（イ）令和２年４月１８日から６月７日までと、令和２年８月１日から令和３年３月３１日

までの期間の休床について、該当病床を休床する前の診療報酬の区分は一般病床であっ

たため、一般病床の単価で申請するべきである。 
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６ 過大な申請となった要因について 

・交付申請に当たっては県に相談を行いながら進めてきたが、補助金制度に対する理解が不十

分であった。 

 ・また、県による各医療機関への周知が不十分であったことや、国のＱ＆Ａの記載も不明確で

あったことも過大交付が生じた要因の一つであったと考えている。 

７ 今後の対応 

（１）補助金の返還について 

・指定管理者の法人会計において補助金の返還手続きを行うことになる。返還の方法や時 

期等については、神奈川県の指示を踏まえ対応していくことになる。 

（２）神奈川県からの依頼に基づく自主点検の実施 

 ・今回の会計検査院の指摘を受けて、厚生労働省の通知に基づき神奈川県から県内各医療機

関に対し、令和２年度及び令和３年度の補助金申請について、令和４年１１月１０日付け

で空床数の算出方法や病床単価の適用について自主点検するよう依頼があった。

・市立３病院についても、現在、調査中で、調査結果については神奈川県に報告する予定で

ある（神奈川県への提出期限：令和４年１２月２日）。

８ 再発防止の取組 

・補助金事務の適正化について、川崎市立多摩病院の管理運営に関する基本協定第３１条第１

項第２号に基づく報告を受け、内容を精査の上、必要な対応について指定管理者に指示する。
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